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1. Macquarie Management Holdings, Inc., a Delaware corporation、 Macquarie Investment Management Holdings (Luxembourg) S.à r.l.、Macquarie Investment Management Holdings (Austria) GmbH; なお、対象会社の

子会社・資産・負債等の中で、パブリック・アセットマネジメント事業に該当しない資産・負債については、本件取得の実行前に、対象会社から分離される予定 2.特に明記されていない限り、本プレゼンテーションでは米ドルを使用   

3. 2024年9月末現在

本案件の概要および戦略的な意義

概要

▪ マッコーリー・グループの米国および欧州におけるパブリック・アセットマネジメント事業を対象

▪ 当該事業を行う3社の全株式を取得1

▪ 取得価額：18億米ドル 、現金決済2 (クロージング調整条項付)

▪ 個人・機関投資家向けのアセットマネジメント事業であり、運用資産残高は約1,800億米ドル3

▪ 高い収益性、効率的な事業体制により野村グループのROEに貢献可能

▪ 対象事業はクロージングまで独自に事業を継続

戦略的な意義

インベストメント・マネジメント部門のグローバル化および規模拡大を推進し、さらなる成長を実現

米国での存在感を拡大：米国で大きな顧客基盤を持ち、分散の効いた事業ポートフォリオと高い収益性を誇る事業を獲得

多様なアクティブ運用能力と米国富裕層および機関投資家との顧客リレーションを獲得

販売、シード投資、サブ・アドバイザリー、長期的なプロダクト開発の観点で、野村とマッコーリー・グループとの協業を深化

野村グループ2030年経営ビジョンの達成に向けて、安定型ビジネス、資本負荷の低いビジネスの拡大を加速



運用資産残高の内訳(概算)

2
1.  資産運用残高合計に基づくランキング     2.  独立系ファイナンシャル・アドバイザーに資産運用サービスを提供している金融機関。 3. 特に明記されていない限り、本プレゼンテーションでは米ドルを使用

本事業の概要

事業概要

主な経営指標

▪ 多様な運用戦略を持つアクティブ運用のパブリック・アセットマネジメント事業

▪ 米国ミューチュアルファンド市場で上位30位1

▪ 人員数：運用・販売・サポート機能合わせて約700名

▪ 主要な事業拠点： フィラデルフィア、カンザスシティ、ウィーン、ルクセンブルク

U.S., 90%

Other, 10%

地域別2 チャネル別2

Equities, 
50%

資産クラス別2

主な強み

▪ 世界最大の資産運用市場である、米国において規模を持つ資産運用事業

▪ 株式、債券、マルチアセットにわたる分散が効いた商品構成(収益割合に占める各運用戦略の割合は、10%以内)

▪ 強固な顧客基盤： Lincoln ファイナンシャルやLPLファイナンシャル2といった大手金融機関との長期的なパートナーシップ

▪ 優れた人材と豊富なミドルおよびバックオフィスのプロフェッショナルを含むプラットフォーム全体の買収

▪ 運用資産残高 ~ 約 1,800億米ドル 3

▪ 管理報酬(手数料控除後) ~ 約  7億米ドル 3

▪ 効率的な事業体制 ~ 業界平均を上回る営業利益率

その他
10%

米国 90%

マルチアセット 10%

債券
40%

株式
50%

保険会社
35%

個人投資家
50%

機関投資家 15%



3注： 2024年12月末の運用資産残高に基づく、サブ・アドバイザリーとパッシブを除く

◼ 野村と本事業のアクティブ運用戦略の組み合わせは、理想的な補完関係をもたらし、野村のインベストメント・マネジメント部門のグローバルな

成長を可能に

本案件によるグローバルなプロダクト戦略への効果

野村 本事業 統合後

債券

株式 グローバル新興国市場

米国

日本

アジア

グローバル

クオンツ

グローバル・マルチセクター

米国マルチセクター

米国地方債

日本

クレジット＆保険 (含： ハイイールド)

マネーマーケット

グローバル上場インフラ

マルチアセット

グローバル上場不動産

運用資産残高
>20億ドル

運用資産残高
<20億ドル

Macquarie Asset Management

によるサブ・アドバイザリー、 運
用資産残高>20億ドル

マルチアセット
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2030年に向けたインベストメント・マネジメント事業の変革

2025 2030

Top 50 Top 130 Top 40

野村

インベストメント・

マネジメント部門

マッコーリーグループ

米国・欧州のパブリック

アセットマネジメント事業
合計

野村グループの安定収益

の成長加速

統合によりスケールある

運用会社へ

日米両国にまたがる資産

運用業界でのプレゼンス

米国リテール市場におけ

る強固なディストリビュー

ション・プラットフォーム

グローバルな事業基盤と顧客へのアクセスの大幅な拡張を実現

従業員数
700+

~2,600

~36% 100%
54%

海外従業員

比率

収入
~$700mn

~$1,800mn

AUM
$590bn1 ~$180bn2

$770bn $1trn+

~36%

~1,900

~$1,100mn

~$590bn1

100%

700+

~$700mn

~$180bn2

1: 2024年12月時点の野村ホールディングス株式会社の投資運用計画部による概算数値

2: 買収対象事業の数値は監査を受けておらず、2024年9月時点での買収対象事業に関する数値

3: 2030年の収入比較は、2024年12月時点の野村インベストメント・マネジメント部門の概算数値に基づく
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本買収完了後の成長機会

ディストリビューション：
既存顧客基盤の維持・拡大

グローバル化：
アジア、EMEAでの顧客基盤と運

用能力拡大

運用：
成長の加速・新たな能力の構築

1. 米国RIAは、受託者責任を負って顧客の資産に関する個別の財務アドバイスを提供する登録投資顧問 (市場規模は約17,000社に拡大)

• 主要な戦略的関係

戦略的に重要な顧客とのより深いエンゲージメント
と浸透

• 運用会社入れ替えの機会の活用

強みのある運用領域における運用会社入れ替え
に伴う資金獲得

• 米国RIA1との関係

RIAチャネル向け投資ソリューションと顧客サポート
の強化

• 保険およびサブ・アドバイザリー

保険に特化したエンゲージメントモデル

• アクティブETF

足元成長する市場での拡大と野村が持つETFの知
見の活用

• プライベート・マーケット

野村の既存のプライベートクレジット・プラットフォー
ムの運用能力を拡大

• 戦略的パートナーシップ

マーケットリーダーとの戦略的パートナーシップを構
築

(例：マッコーリー・インフラストラクチャーの米国富裕
層向けソリューション)

• 部門横断でのビジネス機会の追求

野村のホールセール部門、ウェルス・マネジメント部
門との協業による独自のソリューション創出

• クロスセルの機会

野村のIM部門と対象事業の強みを世界の顧客に
アピール

• グローバルでの販売拡大

アジアおよびEMEAにおける顧客カバレッジの拡
大

• ボルトオンの買収機会

長期的なビジョンとミッションに沿ったボルトオンの
買収機会を探る

顧客のポートフォリオ全体を見据えた提案 包括的な投資ソリューション グローバルプラットフォームとソリューションの結合

運用、資金獲得、クライアントサービス、およびオペレーション効率を向上させるためのテクノロジーへの投資
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本買収完了後の成長機会: ディストリビューション

1. 出典:野村による分析 2.  米国RIAは、受託者責任を負って顧客の資産に関する個別の財務アドバイスを提供する登録投資顧問 (市場規模は約17,000社に拡大)

米国市場でのリテール向けアクティブ運用商品のAUM1

636 671 657 686 751 750

71
89 102 121

133 167
107

107 99
98

107 94832
886 875

925
1,102 1,031

2017 2018 2019 2020 2021 2022

キャッシュ エクイティ
オルタナティブ フィクスト・インカム

対象事業は、保険資産の外部運用
で$60bn の運用資産を受託

クレジット運用戦略の95%はベンチ
マーク(10年間)をアウトパフォーム

保険会社が運用を外部委託しているAUM1

(10億ドル)

▪ 保険市場が大きく成長する中、質の高いクレジット投資能力と保険分野にお
ける強力なプレゼンスを活用して成長機会を捉える

▪ 対象事業の運用商品は、最大手のディストリビューターで取り扱われている。
主要な販売ネットワークとの関係性を今後さらに強化することが重要

▪ 主要なグローバル金融機関とのパートナーシップを深め、富裕層投資家チャネ
ルのカバレッジ範囲を拡大

▪ 高成長が続くRIAチャネル2との関係を強化

▪ 商品開発とクロスセルに注力

▪ パブリックとプライベート双方のクレジットプラットフォームを拡大し、保険会社
の多様な運用ニーズに対応

▪ ディストリビューションおよび顧客サービスを強化し、保険会社が求めるニーズ
に応える

(1)米国リテール市場の機会

◼ 米国の個人投資家向けディストリビューターの上位10社のうち9社との販売ネットワーク。大手保険会社との強力な戦略的関係

◼ (1) 米国の個人投資家向け販売チャネル、 (2) 保険会社との戦略的ポジショニングを強化するため、対象を絞った投資を実施

成長機会

ディストリビューター別
米国リテール向け
アクティブ運用商品の

AUM

成長機会

対象事業は、市場シェア55%を占め

るリテール向けディストリビューター

上位10社のうち9社
との取引関係

(2) 保険会社との機会
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本買収完了後の成長機会: 投資・商品

1. 出所：野村、第三者分析に基づく

2. 出所：Preqin、ファンド・オブ・ファンズを除く

◼ 統合する事業の将来的な成長を支える3つの主要な投資戦略

投資資金入れ替え機会の活用 商品設計の柔軟性提供
成長領域におけるプライベート

戦略の拡大

コアアクティブファンド間の入替資金フローは、
パッシブブファンドへの純流入の3倍

パッシブファンドへの
資金フロー1

アクティブファンド間の
資金フロー1

3x

その他:

1.3%

債券:

2.3%

株式:

2.9%

6.5%

0.7%

1.2%

1.9%

▪ 運用会社入れ替えの機会の追求
（特に、アクティブ運用に関連する戦略）
～ 入れ替え機会の特定、商品開発、ディストリ
ビューションやオペレーション効率の向上に注力

25%
29%

アクティブ株式ETF

の年平均ネット資金フロー 

(%、2019-24)1

アクティブクレジットETF

の 年平均ネット資金フロー 

(%、2019-24)1

▪ 急成長中のアクティブETF市場と強いアクティブ
運用能力による強固な事業基盤を構築
～ 商品設計の柔軟性、アクティブ運用の強み、
商品開発に注力

プライベート市場 AUM CAGRs2

2014-19 2019-24

インフラ

不動産

プライベート・
エクイティ

プライベート・
クレジット

▪ 既存の野村のプライベートクレジット事業を基盤に、
今後の事業を拡張・拡大
～ 特定の強みや長期的なトレンドに基づいた商品
開発に注力しつつ、より成熟した分野でのパート
ナーシップを追求

アクティブETFは、2019年以降、年率20%以上
の資金流入。RIAを含むすべての米国リテール
チャネルから流入

プライベート市場は、過去10年間継続して二桁成
長を実現

+14%+14%

+15%+15%

+8%+8%

+13%+19%
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マッコーリー・グループとの協業

◼ 本買収に加え、双方に付加価値を創造するマッコーリー・グループとの継続的な協業の仕組みを構築

✓ マッコーリー・グループのオルタナティ
ブ商品について、米国富裕層向け販
売パートナーへ

✓ 米国の富裕層向けに販売するマッ
コーリーのオルタナティブ商品に対す
るシードキャピタルの提供

✓ 野村のその他顧客へのオルタナティ
ブ商品開発における協業

✓ 双方向での外部委託および特定の分野
における部分委託による協業

✓ 協業を促進するために多面的な
パートナーシップの推進

✓ 様々な分野での機会を探るための
共同作業グループを立ち上げ

販売 シード資本 サブ・
アドバイザリー

更なる協業

1 2 3 4
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本案件に関係するシニア・マネジメント

買収対象事業

インベストメント・マネジメント部門

クリストファー・ウィルコックス 南村芳寛

インベストメント・マネジメント
部門長

ロバート・スターク

インベストメント・マネジメント
米州ヘッド
Nomura Capital Management

CEO

ショーン・ライテル ミリッサ・ハッチンソンジョン・ピカード グレッグ・ギジー

現職:

Macquarie Funds

プレジデント
マッコーリーグループ
米州ヘッド

現職:

株式・マルチアセット
CIO

現職:

債券
CIO

現職:

米国ウェルス

ディストリビューション
ヘッド

2021年以降、野村ホールディングスのインベストメント・
マネジメント部門の執行役員を務める。部門長就任以
前には、野村アセットマネジメントのCIOとして、すべて
の投資判断および戦略を監督

金融業界での20年以上の経験を有し、Alterum Capital 

Partnersの創業者兼CEO、FS Investmentsのシニアマ
ネージングディレクター、JPモルガンのナショナルアカウ
ント責任者、マッキンゼー・アンド・カンパニーのパート
ナーを歴任

2015年にマッコーリーに入社。業界経験は30

年以上にのぼり、それ以前はUBSアセットマネ
ジメントおよびJPモルガン・アセット・マネジメン
トでリーダーシップを発揮。Investment 

Company Institute (ICI)エグゼクティブコミッ
ティのメンバー

2021年にマッコーリーに入社。グローバル株式
ポートフォリオ管理に30年以上の経験を持ち、
それ以前はマーティン・カリー・インベストメント・
マネジメントの最高投資責任者、UBSアセット
マネジメントに従事

2015年にマッコーリーに入社し、米国のウェ
ルス分野で15年以上の経験を有す。それ以
前は戦略的リレーションシップグループの責
任者を務めた。マッコーリー入社前には、JP

モルガン・チェースやモルガン・スタンレーで
の役職を歴任

2008年にマッコーリーに入社し、債券業界で
30年以上の経験を有す。それ以前の経歴に
は、リーマン・ブラザーズ、UBS、ディロン・
リード、キダー・ピボディでの役割が含まれる

執行役

インベストメント・マネジメント部門
チェアマン

前職はJPモルガン・アセット・マネジメントのCEOを務め、
全てのアセットクラスに係る、2兆ドルの資産運用ビジネ
スを統括。任期中に、AUMは50%増加し、資産運用ビ
ジネスに関連する収益は20%増加
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